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第 1章 総論 

 

1.1 ガイドラインの概要 

 

「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（設計段階編（試行工事用））」（以下、

「本ガイドライン」という。）は、試行工事の設計段階における CO2排出量の削減効果を定量的に評

価する際の基本的な考え方を示すものである。 

 

 

［解説］ 

港湾工事における CO2 排出量の算定は計画・設計・施工段階で行われるが、各算定段階にお

いて、算定する主体・算定の目的・算定方法等は異なる（表-1参照）。 

CO2 排出量の算定に関するガイドラインは、港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドラ

イン（発注段階編）1)（以下、「ガイドライン（発注段階編）」という。）、及び港湾工事における二酸化

炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編（試行工事用））2)（以下、「ガイドライン（施工段階編）」と

いう。）が策定されている。 

ガイドライン（発注段階編）1)は、CO2 排出量算定に用いるデータが比較的充実している工事発

注段階を対象として、港湾工事における CO2 排出量を算定するための基本的考え方が整理され

ている。 

ガイドライン（施工段階編）2)は、施工段階のうち特に工事施工段階を対象として、標準的な手法

以上に CO2 排出量削減の取組を試行的に実施する工事（以下、「試行工事」という。）において、

施工段階における CO2排出量の削減効果を定量的に評価する際の基本的な考え方を示したもの

であり、CO2排出量の算定方法は、策定済みのガイドライン（発注段階編）1)で整理された算定方法

を用いて算定することができるので、発注段階と施工段階の比較から、CO2 排出量削減方策の削

減効果を定量的に評価することが可能となる。 

本ガイドラインは、試行工事の基本設計段階における CO2 排出削減方策の削減効果を定量的

に評価する際の基本的な考え方を示すものである。基本設計段階では、発注段階、施工段階と比

較して取得可能なデータが比較的少ないため、基本設計段階でもデータ取得がある程度可能な、

「材料の製造」由来の CO2排出量を主な算定対象とする。 

また、低炭素型材料は供給場所・供給量が限定的なものもあるため、必要に応じて「材料の運搬」

由来の CO2排出量も算定対象とする。工事発注段階、工事実施段階及び設計段階における CO2

排出量の算定対象は表-4に示すとおりである。 

なお、基本設計段階における CO2排出量は、様々な仮定に基づき算定される概略値であり、試

行工事の基本設計段階において選定された構造形式を対象に低炭素型材料を使用する場合を

想定していることに留意する。CO2 排出量を考慮する方法や検討時期は幅広い。本ガイドラインは

試行工事に限定した利用とするものであることから、「試行工事用」と題するものである。 
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表-1 CO2排出量の算定を行う場面毎の算定主体及び方法、データ取得の容易性 

CO2排出量の算定を行う場面 主な算定主体 想定される算定方法 データ取得の容易性 

計画段階 

整備計画（構

造物の配置、

種類等）の検

討 

国、港湾管理

者等 

構造物あたりの

CO2排出量(○○ｔ-

CO2/構造物)の概

略値を活用 

構造物毎の CO2

排出原単位の整

備が必要 

設計段階 

構造形式や

主要諸元等

の検討 

国、港湾管理

者、設計者等 

工種あたりの CO2

排出量（△△t-

CO2/工種）の概略

値を活用※1 

工種毎の CO2排

出原単位の整備

が必要※2 

施
工
段
階 

工事発注段

階 

施工方法や

材料の種類

等の検討 

国、港湾管理

者等 

工事積算に基づ

き、材料の製造や

機械の稼働による

CO2排出量を合算 

一部のデータの取

得が困難なもの

の、比較的充実 

工事実施段

階（実施前） 

材料等の調

達先の選定、

詳細な施工

条件の検討 

施工者等 

詳細な施工条件や

調達条件に基づき

必要に応じて算定 

詳細なデータを多

く取得可能 

工事実施段

階（実施後） 

工事実施後

の実績に基

づく事後評価

等 

施工者等 
施工実績に基づき

算定 

実績により実態を

反映したデータを

取得可能 

□：本ガイドラインの対象範囲 

※1 本ガイドラインは設計段階でも特に試行工事を対象にすることから、基本設計段階における概略数量及び概

略工事費算定レベルの材料単位・数量を用いて、材料の製造や運搬による CO2排出量を合算する。 

※2 基本設計段階で取得可能なデータを使用する。 
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1.2 関連するマニュアル、ガイドライン等 

 

本ガイドラインに記載のない事項については、関係省庁等から発刊されている各種ガイドライン

等を参考にすることができる。 

 

［解説］ 

関連するマニュアル、ガイドラインには以下のようなものがある。なお、適時更新されているもの

があるので参考とする場合は、最新の情報を入手する必要がある。表-2 に示す文献の内容と本ガ

イドラインの内容に相違がある場合は、本ガイドラインの内容を優先するものとする。 

 

表-2 関連するマニュアル、ガイドライン等 

発行元 名称 発行年月 備考 

国土交通省港湾局 
港湾工事における二酸化炭素排出量算定

ガイドライン（発注段階編）1)  
2022年 6月 

 

国土交通省港湾局 
港湾工事における二酸化炭素排出量算定

ガイドライン（施工段階編（試行工事用））2) 
2023年 11月 

 

国土交通省関東地

方整備局港湾空港

部 

港湾工事等における低炭素型材料の活用

マニュアル（Ver.1.0）3)  （以下、「低炭素型

材料活用マニュアル」という。） 

2023年 3月 

 

環境省、経済産業省 
サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出

量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.5）4) 
2023年 3月 

 

環境省、経済産業省 
温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル

Ver.4.95) 
2023年 4月 

 

国土交通省港湾局

産業港湾課 
「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル 6) 2023年 3月 
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第２章 設計段階における低炭素型材料の活用に関する基本的考え方 

 

2.1 対象工種・主な材料 

 

設計段階において低炭素型材料の活用を検討する際は、材料の調達可能性や最新の技術開

発動向を出来る限り把握する必要がある。 

 

［解説］ 

低炭素型材料は国内外の各機関で研究開発がなされており、様々なものが提案されている。こ

れらの低炭素型材料は、適用用途・工種が限られているものもあり、また、従来から使用されて来た

通常の材料と設計・施工・維持管理上の留意点が異なるものもあるため、最新の技術開発動向に

注意を払う必要がある。 

また、低炭素型材料は供給場所・供給量が限定的なものもあるため、材料の調達可能性を検討

する必要がある。 

図-1 は各工種で使用可能な低炭素型材料を整理したものであり、低炭素型材料の活用を目指

す試行工事における、当面の活用案を整理したものである。また、表-3 は図-1 を表形式に整理し

たものである。 

低炭素型材料の活用を検討するにあたり、図-1 及び表-3 の低炭素型材料及び適用工種につ

いて、全ての組み合わせを必ずしも比較検討する必要はないことに留意する。また、図-1 及び表-

3 に示されていない低炭素型材料または適用工種であっても、活用可能性がある場合には、個別

に検討を行うこととする。なお、今後の試行工事の実績や低炭素型材料の技術開発動向を踏まえ、

適宜、低炭素型材料または適用工種の追加・一部見直しの可能性がある。 

図-2 は、低炭素型材料を活用する各構造形式の概略図を例示したものであり、各色分けは表-

3の色分けに対応している。ただし、図-2の各構造形式は例示であり、この他の構造形式に対して

低炭素型材料の検討を行うことを妨げるのものではないことに留意する。 

なお、図-1 及び表-3 に示す以外に、改良工事で施工現場から出る石材を再利用するなど、施

工現場における材料の再利用によっても、港湾工事のCO2排出量を削減できる可能性が考えられ

る。 

  



 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1主な低炭素型材料と利用が想定される工種 

 

出典：「低炭素型材料活用マニュアル 3) 令和 5 年 3 月 国土交通省関東地方整備局港湾空港部」より抜粋、一

部編集（低炭素型材料活用マニュアル 3)の図 2.1.1 の本体工に、鋼管杭・鋼管矢板・鋼矢板、対象工種に

舗装工を追加。また、高炉セメント C種以外のセメント使用量低減を目的とした混和材を追加。） 
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○
：
活
用
可
能

 

※
1
 
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、
躯
体
コ
ン
ク
リ
ー
ト
表
面
に
設
置
す
る
パ
ネ
ル
状
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
指
す
。

 

※
2
 
セ
メ
ン
ト
に
低
炭
素
型
材
料
を
活
用
す
る
場
合
、
低
炭
素
型
材
料
の
供
給
が
安
定
す
る
ま
で
は
、
専
用
プ
ラ
ン
ト
や
コ
ン
ク
リ
ー
ト
プ
ラ
ン
ト
台
船
の
使
用
の
検
討
も
必
要
。

 

 ※
3
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
用
骨
材
、
人
工
石
、
人
工
土
材
料
は
、
天
然
石
材
等
と
比
べ
、
運
搬
距
離
が
削
減
で
き
る
場
合
は
、
低
炭
素
型
材
料
と
し
て
の
活
用
が
可
能
。

 

※
4
 
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、
骨
材
に
活
用
す
る
非
鉄
ス
ラ
グ
と
し
て

JI
S
規
格
品
を
想
定
す
る
。
具
体
的
に
は
、
細
骨
材
に
は
フ
ェ
ロ
ニ
ッ
ケ
ル
ス
ラ
グ
及
び
銅
ス
ラ
グ
、
粗
骨
材
に
フ
ェ
ロ
ニ
ッ
ケ
ル
ス
ラ
グ
が
骨
材
と
し
て
活
用
可
能
と
す
る
。

 

な
お
、
亜
鉛
ス
ラ
グ
は
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
用
骨
材
と
し
て

JI
S
規
格
で
定
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
使
用
不
可
と
想
定
し
て
い
る
。

 
 
※

5
 
地
盤
改
良
工
に
活
用
す
る
場
合
、
工
法
に
よ
り
適
用
の
可
否
が
異
な
る
。

 

※
6
 
鉄
鋼
ス
ラ
グ
水
和
固
化
体
を
コ
ン
ク
リ
ー
ト
材
料
と
し
て
活
用
す
る
場
合
、
十
分
な
品
質
管
理
を
行
う
必
要
性
よ
り
工
場
製
作
が
一
般
的
で
あ
る
た
め
、
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
プ
レ
キ
ャ
ス
ト
材
を
想
定
す
る
。

 

※
低
炭
素
型
材
料
活
用
マ
ニ
ュ
ア
ル

3
) の
表

2.
1
.1
に
鋼
材
を
追
加
し
た
。

 

表
-3

 主
な
低
炭
素
型
材
料
と
利
用
が
想
定
さ
れ
る
工
種
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図-2 構造形式概略図 

出典：「低炭素型材料活用マニュアル 3) 令和 5年 3 月 国土交通省関東地方整備局港湾空港部」 より抜粋、編集  

上部工 舗装工

裏込

裏埋

被覆石
裏込・裏埋工

鋼管杭被覆・根固工

本体工

上部工 舗装工

本体工

本体工

裏込

裏埋

裏込・裏埋工

鋼管矢板

鋼管杭

重力式防波堤 

重力式係船岸 

矢板式護岸 

桟橋 

※低炭素型材料活用マニュアル 3)の図 2.1.3 に矢板式護岸、桟橋を追加し、重力式係船岸に変更を加えた。 
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2.2 低炭素型材料の活用に関する検討の流れ 

 

試行工事の基本設計では、一次選定及び二次選定にて選定された構造形式に使用する一般

材料に対して、低炭素型材料を使用した場合の経済性（工事費等）や CO2 削減効果を比較検討

する。 

 

［解説］ 

本ガイドラインでは、一次選定において、対象とする港湾構造物の構造分類を施工性・経済性・

維持管理性等の観点から選定した後、二次選定で構造形式（断面）を選定する検討手順を想定し

ている。 

試行工事の基本設計では、二次選定で選定された構造形式（断面）に対して低炭素型材料を

活用可能な工種を選定し、一般材料と低炭素型材料の比較検討を実施することを基本とするが、

既往の研究結果等を参考にし、各構造分類・各構造形式の施工における CO2排出傾向等を考慮

して、一次選定や二次選定の段階から低炭素型材料の利用を検討することを妨げるものではな

い。なお、設計条件によっては、一次選定を行わない場合もあることに留意する。 

図-3は、基本設計段階における構造形式及び使用材料の選定フローを示したものである。ま

た、図-4は、低炭素型材料の活用可否の検討フローを示したものである。 
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※1 既往の研究結果等を参考にして、各構造分類・各構造形式の施工における CO2 排出傾向等を考慮して、

一次選定や二次選定の段階から低炭素型材料の利用を検討してもよい。 

※2 設計条件によっては一次選定を行わない場合もある。 

 

図-3 構造形式及び使用材料の選定フロー（重力式係船岸の例） 

 

出典：「低炭素型材料活用マニュアル 3) 令和 5 年 3 月 国土交通省関東地方整備局港湾空港部」 より抜粋、

編集 

 

 

  

※1 
※2 

※1 

○係船岸として代表的な構造分類について、現場条件や要求性能、維持管理性等の 

前提条件に対する評価を行い、構造分類を選定する。 

○選定された構造分類(重力式)の中から、設計対象施設として最適な構造形式を選定する。 

○選定された構造形式に対して低炭素型材料を適用した場合の経済性や CO2削減効果等を比較検討する。 
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※1 既往の研究結果等を参考にして、各構造分類・各構造形式の施工における CO2 排出傾向等を考慮して、

一次選定や二次選定の段階から低炭素型材料の利用を検討してもよい。 

 

図-4 低炭素型材料の活用可否の検討フロー 

 

出典：「低炭素型材料活用マニュアル 3) 令和 5 年 3 月 国土交通省関東地方整備局港湾空港部」 より抜粋、

編集  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造形式の確認（二次選定） 

ex）重力式防波堤、重力式係船岸 

対象工種選定 

低炭素型材料の選定 

《考慮すべき事項》 

・材料の供給能力、CO2排出量、環境への影響、維持管理性、特性値など 

CO2排出量・工事費比較 

活用可能 

施工計画再検討 

低炭素型材料による施工 一般材料による施工 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑧ 

⑦ 

⑨ 

OK 

OK 

NG 

NG 

NG 

構造安定性の確認 

特性値の違いにより、一般材料を 

使用する場合と比べ、安定性が同等 

または安全側に作用するか確認 

工期確認 

養生期間など工期への影響を確認 

※1 



 

11 

 

第３章 設計段階における CO2排出量の算定対象及び算定方法 

 

3.1 CO2排出量の算定対象 

 

本ガイドラインでは、「材料の製造」由来の CO2 排出量を主な算定対象とする。また、低炭素型

材料は供給場所・供給量が限定的なものもあるため、必要に応じて「材料の運搬」由来の CO2 排

出量も算定対象とする。 

 

［解説］ 

工事発注段階における CO2排出量の算定対象については、ガイドライン（発注段階編）1)に記載

のとおり、港湾工事における主要な CO2排出源と発注段階でのデータ取得可否の観点から、次の

5項目が設定されている。 

 

・機械稼働（燃料燃焼） 

・機械稼働（燃料生産） 

・材料の製造 

・材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬（発注段階でデータ取得が可能な項目のみ） 

・廃棄物の運搬（発注段階でデータ取得が可能な項目のみ） 

 

一方、基本設計段階においては、発注段階と比較して取得可能なデータが限定的であることか

ら、港湾工事の全 CO2 排出量に対して大きな割合を占め、また、基本設計段階でもデータ取得が

ある程度可能な、材料の製造に由来する CO2排出量を主な算定対象とする。 

また、低炭素型材料は供給場所・供給量が限定的なものもあるため、必要に応じて材料の運搬

に由来する CO2排出量も算定対象とする。 

表-4 は、工事発注段階、工事実施段階、及び設計段階の算定対象を比較したものである。また、

図-5は表-4を図化し、設計段階の算定対象を示したものである。 
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表-4 工事発注段階、工事実施段階及び設計段階における CO2排出量の算定対象 

ＣＯ2排出源 排出活動 
設計段階 

算定対象 

発注段階 

算定対象 

実施段階 

算定対象 

①機械稼働 

①-1 燃料の燃焼 × ○ ○※2 

①-2 燃料の運搬 × × × 

①-3 燃料の生産 × ○ ○※2 

②材料 材料の製造 ○ ○ ○※2 

③運搬 

③-1 材

料、仮設

材、建設

機械、作

業船の運

搬 

回航・えい航費を計上す

る作業船、運搬費を積上

げ積算(貨物自動車によ

る運搬の場合)で計上す

る建設機械、運搬費を積

上げ積算で計上する材

料及び仮設材 

○※1 ○ ○※2 

材料、回航・えい航費を

計上しない作業船、運搬

費が共通仮設費率に含

有又は積上げ積算（分

解・組立が必要な場合）

で計上される建設機械、

運搬費が共通仮設費率

に含有される仮設材 

○※1 × ○※2 

③-2 車両や施設等の製造、維持修

理等 
× × × 

④関連活動 
現場事務所の運営に必要な電力の発

電、従業員の通勤等 
× × ○※2 

⑤廃棄物 

⑤-1 廃

棄物の運

搬 

積算において運搬距離

が明らかな廃棄物 
× ○ ○※2 

上記以外の廃棄物 × × × 

⑤-2 廃棄物の処理 × × × 

⑥仮設材減耗等 仮設材の製造、維持修理等 × × × 

⑦機械減耗等 建設機械及び作業船の製造、維持修

理等 
× × × 

 

 

※1 必要に応じ、材料の運搬のみを対象として算定。 

※2 工事受注者の排出量削減の提案に関連する場合のみとし、関連しない場合、工事受注者による

算定は不要。 

  

設計段階における算定対象 
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図-5 設計段階における算定対象 

 

出典：「低炭素型材料活用マニュアル 3) 令和 5 年 3 月 国土交通省関東地方整備局港湾空港部」 より抜粋、

編集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設計段階における算定対象 

※材料の運搬は必要に応じて算定 

※ 

⑦ 
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3.2 CO2排出量の算定方法 

 

基本設計段階における、材料の製造に伴うCO2排出量は、各材料のCO2排出原単位に工事積

算に基づく材料使用量を乗じることにより求められる。また、材料の運搬による CO2 排出量は、各

燃料単位量の燃焼に、燃料投入量を乗じることにより求められる。 

 

［解説］ 

基本設計段階の CO2 排出量の算定方法は、算定ガイドライン（発注段階編）1)、及び低炭素型

材料活用マニュアル 3)を参考にできる。ただし、基本設計段階の CO2排出量の算定に用いる工事

積算に基づく材料使用量は、基本設計段階で算定することができる概算使用量であることに留意

する。 

材料の製造に伴うCO2排出量は、各材料のCO2排出原単位に概算使用量を乗じることにより求

める（式（1））。 

CO2の排出原単位は、ガイドライン（発注段階編）1)、及び低炭素型材料活用マニュアル 3)を参照

して適切に設定するものとするが、コンクリートのセメントや骨材に低炭素型材料を用いる場合には、

その使用量・使用割合に応じ、普通コンクリートの製造に伴う CO2 排出量の原単位を低減すること

とする。 

具体的には、セメントや骨材の一般材料と低炭素型材料の CO2排出量の原単位の差に、コンク

リートの単位体積重量当たりの使用量を掛け合わせて CO2 排出削減量を算定し、この値を普通コ

ンクリートの製造に伴う CO2排出量の原単位から引くこととする。 

 

材料の製造に伴う CO2排出量 

  ＝各材料の製造に伴う CO2排出原単位×基本設計段階で算定することができる材料の 

概算数量 ・・・式（1） 

 

材料の運搬に伴う CO2 排出量（Ef ）は、各燃料単位量の燃焼（If ）に燃料投入量（Vf ）を乗じる

ことにより求める（式（2））。 

 

材料の運搬に伴う CO2排出量（Ef ） 

  ＝各燃料単位量の燃焼（If ）×燃料投入量（Vf ） ・・・式（2） 

 

各燃料単位量の燃焼（If ）（式（3））については、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令で

示される「燃料単位量あたりの発熱量」と「単位発熱量あたりの炭素排出量」を用いることができる。

そのほか、総合エネルギー統計に示される標準発熱量・標準炭素排出係数と実質発熱量・実質炭

素排出係数を用いることもできる。 

 

If ＝単位量あたり発熱量×単位量あたり炭素排出量×44/12 ・・・式（3） 

 

陸上運搬における燃料投入量（Vf ）は、トンキロ法により運搬距離から求められる。海上輸送の

場合は、回航距離と積算基準の燃費を用いて算出する。 
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材料の運搬に伴う CO2排出量を算定する際は、候補となる低炭素型材料の供給工場や製造現

場等を調査して運搬距離を設定する。供給工場や製造現場等が複数ある場合は、各候補地から

の運搬距離の平均を求めて設定しても良い。 
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第４章 算定結果の記録・保存 

 

基本設計段階における CO2排出量の算定結果は、適切に記録・保存するものとする。 

 

［解説］ 

基本設計段階における CO2排出量の算定結果は今後様々な用途で活用されることが期待され、

活用目的に応じて結果の再整理が必要な場合も想定される。このため、算定結果は編集可能な電

子データ（表計算ソフト等）で保存することが望ましい。 
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第５章 今後の取り組み 

 

本ガイドラインは、試行工事の基本設計段階を対象にしたものであるが、設計段階において CO2

排出量を考慮する方法や検討時期は幅広い。今後、試行工事の結果や CO2 排出量削減に資す

る新技術・新材料の技術開発動向等を踏まえ、設計段階における CO2 排出量の削減効果を定量

的に評価できるよう、必要に応じて、本ガイドラインの改定を検討する。 
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参考資料 

主な低炭素型材料の基礎情報 

 

主な低炭素型材料の基礎情報として、設計・施工に関する留意点等について参考となるマニ

ュアル類を参考表-1、高炉セメントの生産工場の位置図を参考図-1 に、非鉄スラグの発生場所

（製造所の所在地）を参考図-2 に例示する。なお、適時更新されているものがあるので、参照す

る場合は、最新の情報を入手する必要がある。 
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参考表-1 参考となるマニュアル類 

低炭素型材料 名 称 編集又は 

発行所名 発行年月 

リサイクル材料 

全般 
港湾・空港等整備におけるリサイク

ルガイドライン（改訂版） 
国土交通省港湾

局、航空局 
令和 5 年 10 月 

低炭素コンクリー

ト全般 

コンクリート技術を活用したカーボン

ニュートラルの実現に向けて 

土木学会 令和 5 年 10 月 

鉄鋼スラグ（セメ

ント利用）全般 

鉄鋼スラグの高炉セメントへの利用

（2023 年版）

（https://www.slg.jp/pdf/FS-187.pdf） 

鐵鋼スラグ協会 令和 5 年 4 月 

セメント使用量

低減を目的とし

た混和材（高炉

スラグ等） 

港湾・空港における水砕スラグ利用

技術マニュアル 
(一財)沿岸技術セ

ンター 
平成 19 年 12 月 

高炉スラグ微粉末を用いたコンクリ

ートの設計・施工指針 
土木学会 平成 30 年 9 月 

混和材を大量に使用したコンクリー

ト構造物の設計・施工指針（案） 

土木学会 平成 30 年 9 月 

製鋼スラグ 港湾・空港・海岸等における製鋼ス

ラグ利用技術マニュアル 
(一財)沿岸技術セ

ンター 
平成 27 年 2 月 

非鉄スラグ 港湾・空港工事における非鉄スラグ

利用技術マニュアル 
(一財)沿岸技術セ

ンター 
平成 27 年 9 月 

鉄鋼スラグ 

水和固化体 
鉄鋼スラグ水和固化体技術マニュ

アル（改訂版） 
(一財)沿岸技術セ

ンター 
平成 20 年 2 月 

カルシア改質土 港湾・空港・海岸等におけるカルシ

ア改質土利用技術マニュアル 
(一財)沿岸技術セ

ンター 
平成 29 年 2 月 

鋼材 長期温暖化対策ビジョン「ゼロカー

ボン・スチールへの挑戦」 

（https://www.jisf.or.jp/business/ondan

ka/zerocarbonsteel/documents/zerocar

bon_steel_JISF.pdf） 

(一社)日本鉄鋼連

盟 

令和 2 年 6 月 
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参考図-1 高炉セメントの生産工場位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：「鉄鋼スラグの高炉セメントへの利用（2023 年版） 鐵鋼スラグ協会」 より抜粋 
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参考図-2 非鉄スラグの発生場所（製造所の所在地） 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：日本鉱業協会提供資料 


